
調査結果の概要 

 

2024年度の供給可能量は３，６１４万本となり、対2023年度比（３，６６５万本）９８.６％と６年連続の減少となって

いる。形態別内訳は、グラウンドカバープランツ（ＧＣＰ）が最も多く全体の５割弱（４８.１％）、次にコンテナ樹木

がおよそ２割強（２２.５％）、３番目に低木常緑樹が２割弱（１７.０％）の順となる（図－１）。露地栽培物のシェア

ー２９.４％に対し、コンテナ栽培物のシェアーは７０.６％、３対７を維持している。高中木本数の形態別内訳は、

おおむね常緑広葉樹５、落葉広葉樹３、針葉樹２の割合を保っている。 

 
 

主な形態について種類別の内訳をみると、ＧＣＰでは、タマリュウ３２３万鉢（ＧＣＰ全体の１９％）、シバザクラ類

１５６万鉢（同９％）、コグマザサ１０２万鉢（同６％）、さらに、フイリヤブラン８５万鉢（同５％）、リュウノヒゲ６３万鉢

（同４％）の順となる。 

 コンテナ樹木は、シャリンバイ３９万鉢（コンテナ樹木全体の５％）、マホニア・コンフューサ２５万鉢（同３％）、セ

イヨウベニカナメモチ２３万鉢（同３％）、シラカシ２０万鉢（同２.５％）、ハマヒサカキ１６万鉢（同２％）が上位を占

めている。 

低木常緑樹ではサツキ２０８万本（低木常緑樹全体の３４％）、オオムラサキツツジ１０３万本（同１７％）、ヒラド

ツツジ７７万本（同１３％）、キンメツゲ２９万本（同５％）、カンツバキ１９万本（同３％）が上位５樹種を構成している。

サツキは2018年度まで400万本台、19・20年度に300万本台、21年度より200万本台へ供給力を下げている。 

 
 なお、ＧＣＰのタマリュウは鉢径７．５ｃｍ、５芽立の規格の他に、マット栽培による供給（露地7,980㎡、コンテナ

25,000㎡）も行われている。 

 2024年度の総数は前年度に対し１.４ポイント減少となり、対2023年度比は露地物９４.２％の減、コンテナ物１０

０.６％の増となっている（図－２）。2024年度露地栽培物の対前年度比の内訳は、高木９５.９％、低木９３.３％

であることから、主に低木の減産が全体の動きに影響している。 



［需要の動向］ 

 

「建設工事施工統計調査」（国土交通省）によると、2022年度の造園工事完成工事高は 5,354億円、前年度

比 22.3％と大幅な増加となっている。このうち、造園工事業種が元請で受注している金額は 2,672億円とこちら

も前年度に比べ 9.6％増加している。元請比率は 49.9％を占め、前年度に比べ 5.8ポイント下がっている。 

また、2022 年度の元請完成工事高を発注者別にみると、公共は 1,254 億円（46.9％）、民間は 1,418 億円

（53.1％）となり、民間の発注額が公共を 6.2ポイント上回っている（図-３）。 

なお、造園工事業を含む総合工事業8業種全体の完成工事高は前年度に比べ5.4％増となっていることから、

造園工事業の完成工事高の増加が際立っている。 

 
 

公共工事の全体的状況を、「公共工事前払金保証統計」（北海道・東日本・西日本建設業保証㈱）によって

検討する。2023年度の件数は 221,804件、前年度に比較し 1.1％の減、請負金額は 14兆 7,405億円、前年

度に比べ 5.3％増となっている。発注者別では、市区町村が最も大きく件数で 48.1％、請負金額で 34.7％を占

めている。2 番目は都道府県が各々40.3％、29.2％となる。地域別には、関東のウェイトが大きく件数で 22.1％、

請負金額で 26.2％を占める。造園植栽工事に結びつきの強い公園および道路工事の請負金額について、道

路部門は 3兆 9，334億円、対前年度比 102.5％と増加、公園部門は 5,355億円、対前年度比 104.2％とやは

り増加している。 

「全国屋上･壁面緑化施工実績調査」（国土交通省）によると、2022年に約 15.6haの屋上、約 4.4haの壁面

が新たに緑化された。これまでの累積で、屋上は約 597ha、壁面は約 119haが整備された。建物用途別にみる

と、累積で屋上は住宅/共同住宅（116.4ha、19.6％）、商業施設（79.4ha、13.4％）、教育文化施設（77.4ha、

13.0％）が上位を占めている。壁面は商業施設（32.7ha、27.5％）、工場・倉庫・車庫（19.0ha、16.0％）、教育

文化施設（12.7ha、10.7％）の順となる。 

屋上緑化に使用される植栽材料の形態別累積面積をみると、セダムを主に植栽 26.7％、芝生を主 17.2％、

その他草本 10.4％などである。一方、壁面緑化の累計面積は、やはりツル性植物を主 73.2％（86.4ha）、ツル

性を除く草本を主 8.2％（9.7ha）、ツル性を除く樹木を主 4.2％（5.0ha）となる。 

東京都は今年 4月から都市開発諸制度を改定、ベイエリアの立体的な緑の整備を促す。緑化率を 40％から 

50％に引上げ、算定にあたり、低層部のテラスなどに建物利用者が体感できる緑を設ける場合は緑化面積を割

増する。道路、公園、水域など、公共的な空間に面する壁面等（高さ 20ｍまで）の 10％以上の緑化を義務付

ける。脱炭素、景観に配慮する緑の充足が期待できる。 

「建設工事受注動態統計調査（大手５０社）」（国土交通省）をもとに、民間の建築・土木工事の動向を把握す

る。2023年度の受注高は 12兆 5,360億円、民間工事は、不動産業、運輸業、郵便業、鉱業、採石業、砂利採

取業、建設業等が増え、3年連続で増加している。 

 


